
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

506 506

消費者行政決算総額 150,403

合計

0

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 0

（８）消費者教育・啓発活性化事業 3,464 3,743 7,207

0

（９）商品テスト強化事業 11,751 0 11,751

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

332 0 332

0

42,722 14,809 57,531

0

0 0

587 867

0 1,392 1,392

0 0 0

都道府県 市町村 合計

9,888 1,367 11,255

0 7,214 7,214

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

（５）消費生活相談窓口高度化事業

17,007 0 17,007

280

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

96,186

54,217

61,732

41%

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

別　紙



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円

事業実施自治体

桜井市、葛城市

人日

10 人

1,050 人日

人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

人人

県、奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理
市、橿原市、桜井市、五條市、生駒市、宇陀
市、田原本町、王寺町、下市町、大淀町、十
津川村

10 人

982 人日

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

県、奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理
市、橿原市、桜井市、五條市、生駒市、宇陀
市、田原本町、王寺町、下市町、大淀町、十津
川村

自治体参加型

法人募集型

県

管内市町村 3 262 506

対象人員数 追加的総費用追加的総業務量（総時間）



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

0⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） 2,080 0 1,975

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

53,676

0

65,585合計

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

0 0

42,722

1,628 0 801

事業（実績）の概要

相談員の国民生活センターの研修への参加支援

消費生活センター改修工事、中南和相談所の改修、備品整備、センター紹介パンフレット作成等

相談員養成研修等実施委託

相談員の相談処理実務能力向上研修の開催

769

891 891 332332

0 0

260 140

0

260

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

1,337

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

0 0

事業者と消費者の交流会の開催

18,689

2,225

商品テスト機器の整備11,751 11,751

0

317

0

0

0

消費者教育強化のための啓発活動強化8,826

14,121

474

⑫一元的相談窓口緊急整備事業 0

17,007

5,732

14,121

6,199 3,464

18,689

140

1,043

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

0 0

11,312 9,888

0 0

0 0

51,405

17,007

15,054 11,854

437

1,451

0

事業の実績

140



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

1,050

⑧食品表示・安全機能強化事業

事業計画

人

人日

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

実施形態

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

研修参加・受入要望

実地研修受入希望人数

⑨消費者教育・啓発活性化事業

人
法人募集型

10 実地研修受入人数 10

年間研修総日数人日年間研修総日数

年間研修総日数

982

人

人日

人日

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

参加者数

商品テスト機器購入費用

消費生活センター、中南和相談所の改修工事、備品整備、センター紹介パンフレット作成

相談員養成研修等実施委託料

自治体参加型

参加希望者数 人

年間研修総日数

事業強化・機能強化の成果

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

クリーニングトラブル等で衣類の商品テストを実施するため、スチームアイロ
ン、顕微鏡の整備、食品の異物検査のための機器の整備

「食の安全・安心講座」を開催　６回

新たなｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ・研修会等の開催費用、啓発機材購入費、講師謝金、参考図書購入費

講師謝金

事業名

相談員の相談処理実務能力向上研修の開催　７回

「消費者フォーラム」、「冬のほっと講座（通信講座）」等を開催、啓発ビデオ、
パソコン、ビデオカメラ、TV、等啓発機材の購入

研修生１０名を養成、7名が国セン「消費生活専門相談員」資格を取得

旅費

講師謝金、費用弁償、会場使用料

相談員の国民生活センター研修への参加　４回

消費生活センターを改修し、相談室、あっせん室を整備。中南和相談所を改
修し、相談スペースを整備。備品の整備。センター紹介パンフレット作成。

対象経費（実績）



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

-

実施市町村

-

-

-

-

桜井市、葛城市

-

奈良市、大和郡山市

-

0 0

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

合計

0

0

587

1,392

0

807

1,392

0 0

3,672

0

4,626

3,589

0

0

1,367

4,626

2,588

0

0

0

4,128

0

0

14,809

0

1,995

0

1,754

4,909

0

4,046

0

0

604

4,927

0

0 0 0

3,7454,018

2,248

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

0

1,319

0

事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

506

16,530

0

00

0

0

1,418

0

0

3,743

0

0

15,520

0

0

506

0

0

0 0

0

安堵町、明日香村、吉野町、下市町、黒滝村、野迫川村、十津
川村、下北山村、東吉野村

18,947

0

0

-

大和高田市、大和郡山市、五條市、葛城市、安堵町、上牧町、
吉野町、下市町、黒滝村、天川村、野迫川村、十津川村、下北
山村、東吉野村

-

-

-

奈良市、大和郡山市、天理市

奈良市、大和郡山市、天理市、桜井市、葛城市、上牧町、河合町

-

-

大和高田市、橿原市、桜井市、五條市、葛城市、宇陀市、上牧町、河合町

393

0

0

376

0

0

525



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

-

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他） -

-

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充） -

-

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

14,809

4,200

4,200

千円積増し相当分

うち都道府県

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

千円うち管内の市町村合計

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

57,531

42,722

千円

千円

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計 0

千円

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

交付金相当分

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑬消費者教育・啓発活性化事業

事業・機能強化の成果の概要

-

新たな体制整備９箇所（事務用機器、執務参考資料等の購入、相談室改修工事）

-

拡充8箇所（事務用機器、執務参考資料等の購入等）

-

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） -

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 12人の研修参加支援（国民生活センター消費生活相談員研修等の参加）

⑨消費生活相談窓口高度化事業 弁護士へ消費生活相談助言業務を委託

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

消費者被害防止のための啓発、訪問販売等に関する禁止(啓発)ステッカー作成経費、パンフレットスタンドの購入等

拡充2箇所（パソコン、プリンタ、通話録音装置の購入等）

3人の人的体制整備支援（時間延長に伴う謝金、相談窓口開設日数を増やすための相談員報償費）

-

-

-



11．消費者行政決算

12．基金の管理（実績）

13．都道府県の消費生活相談窓口

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

平成21年度の基金積増し額（交付金相当分） 52,000 千円

③都道府県全体の消費者行政決算総額

- 千円 0うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費 53,464

- 千円

千円

-

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

-

千円 - 千円

千円

-- 千円 0

-千円 -

千円 -

①都道府県の消費者行政決算

相談員総数平成20年度末 相談員総数

人 21年度末実績 相談員総数

人

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績

平成20年度末 相談員総数 12 人

人

21年度末実績 相談員総数 12 人

10,616 千円

相談員総数 12人 21年度末実績

4,200

千円

千円

10,616 千円

212,000 千円

57,531 千円

千円

207,041 千円

平成20年度 平成21年度

14,060 千円

チェック項目

-

0.44

-

-

0.27

-

-

9,674 千円

千円

71,591 千円

- 千円

4,386 千円

24,483 千円

- 千円

0.38

-

49,078 千円 96,186

千円 54,216

千円

千円

千円

前年度差

47,108 千円

- 千円

人

千円

42,722 千円

49,078 千円

平成20年度末 相談員総数 12

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

17

相談員総数

設置当初の基金残高（交付金相当分）

平成20年度末の基金残高（交付金相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

78,811

千円

- 千円14,809

29,733 39,407

29,733

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

千円

6,433 千円

消費生活相談員の配置

平成20年度末

千円

150,402

-

千円78,811 千円 92,871

千円

千円 57,531 千円

212,000

572



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

(  )内は他市町村重複勤務者を除いた実数

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数うち委託先職員等の相談員 平成20年度末 相談員総数

人

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 人 21年度末実績 相談員総数 人

人 21年度末実績 相談員総数 35(27)うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数 35(27)

①報酬の向上

処遇改善の取組 具体的内容

実施市町村及び具体的内容

①報酬の向上

人 21年度末実績 相談員総数 35(27)平成20年度末 相談員総数 35(27)

奈良市、桜井市、大和高田市、五條市、宇陀市（事務用機器、参考資料等の購入）

④その他

②研修参加支援

桜井市、宇陀市（1時間当たり報酬単価の改定）

奈良市、大和高田市、天理市、大和郡山、橿原市、桜井市、葛城市、宇陀市、上牧町、河合町（国セン研修等参加旅費支援）

人

処遇改善の取組

④その他 桜井市（相談業務中及び通勤中の事故対応のため、普通障害保険に加入）

②研修参加支援

③就労環境の向上

国民生活センターへの研修参加回数及び参加人数の増加

相談窓口の改修、あっせん室の設置、備品の整備

③就労環境の向上


